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パート１
骨太の方針2020とDX

(デジタル・トランスフォーメーション)

2020年7月17日の臨時閣議で、
経済財政運営の基本方針（骨太の方針）決定



ビジネスや
サービス

制度を変える



2020年7月17日閣議決定



データヘルス改革推進本部
本部長 厚生労働大臣

2020年7月28日



2022 年夏

2022年夏

PHR

電子処方せん

デジタル完結
2022年課題

2022年早期から



デジタル庁 2022年4月までに創設する方針

デジタル化は国家を変える！

菅政権発足 2020年9月16日



パート２
全国で医療情報を
確認できる仕組み

オンライン資格確認制度



2022 年夏

2022年夏

PHR

電子処方せん

2022年早期から





ポイント①
オンライン資格確認制度



2021年3月スタート

これまでは資格
確認は医療機関
の窓口の係員が
で行っていた











マイナンバー
に過去9年間
で8800億円予

算投入



オンライン資
格確認制度の
3月導入は遅
れている





ポイント②
全国で医療情報を
確認できる仕組み



本人の閲覧同意が
あれば、

全国で医療情報を
確認できる仕組み









健康・医療・介護情報利活用検討会
（森田朗座長）2020年3月9日









パート３
電子処方せんの仕組みの構築

電子処方せん議論は10年以上も前から、でも一向に実現しない
これがデジタル後進国日本の現状！



2022 年夏

2022年夏

PHR

電子処方せん

2022年早期から



電子処方せんの議論は2008年
から
• 「電子処方箋の実現について」

• 医療情報ネットワーク基盤検討会（2008 年７月）
• 座長：大山永昭東京工業大学像情報工学研究施設教授

• １．検討の経緯

• ２．紙媒体の処方せん運用の形態

• ３．期待される処方せん電子化のあり方

• ４．処方せん電子化によるメリットと生じる課題

• ５．検討すべき点

• ６．結論

• 付録紙媒体の処方せんの運用形態
しかし、一向に
電子処方せんは
実現されなかった
ICT後進国、日本！



電子処方せん運用ガイドラインを検討
医療情報ネットワーク基盤検討会 2016年2月10日

（座長：大山永昭氏、東京工業大学像情報工学研究所教授）



全医師の
5.5％（2021年2月）

HPKI薬剤師認証
540枚（2020年3月）



電子処方せん運用ガイドライン
（2016年4月）
• 電子処方せん（ASP）サーバー問題

• 電子処方箋の運用は、地域医療連携ネットワークが構築・運用する電子
処方箋サーバー（ASPサーバー）に医療機関が電子処方箋を登録し、薬
局が取得する方法で行われる。
• 地域医療連携ネットワークごとにASPサーバーを置く？

• ASPサーバー構築が整い次第、運用に移行する予定である

• ASPサーバーの構築や運用経費はだれが払う？
• HPKI（公開鍵）問題

• 保健医療福祉分野公開鍵基盤（Healthcare Public Key Infrastructure ）
• 電子メールによる処方箋の送受信については、医療情報の安全なやり取
りを完全に確保できないとの判断により、ガイドライン案では採用しな
いことを明記した。

• 医師の電子処方箋の登録および薬剤師の取得においてHPKI（保健医療福
祉分野の公開鍵基盤）を利用し、登録者・取得者の認証と証明書付き電
子処方箋として運用する。
• 電子署名に必要なHPKIカードの普及が進んでいない
• 発行枚数18,031枚（5.5％）2021年2月26日

• 電子処方せんの紙の引換券が必要
• 結局、紙の処方せんと変わらない？



第9回医療介護WG厚労省資料 2021年3月22日





電子処方箋の円滑な運用に関する検討会
座長：山本隆一・医療情報システム開発センター (MEDIS) 理事長

2019年9月2日



電子処方箋の円滑な運用に関する検討会

•①紙媒体の電子処方箋引換証を必要とする運用
の見直し
• 電子処方箋引換証については、紙か電子媒体でQRコードや処方内容
などが記された「アクセスコード」を発行し、サーバーはクラウド
を活用したシステムを構築する方向性を示した

•②ASP サーバの利用を前提とした運用の見直し

•③その他
• (1) 電子版お薬手帳等との連携
• (2) 普及のために必要な方策

• 2020年３月「健康・医療・介護情報の利活用
に関する検討会」へ引き継がれた



健康・医療・介護情報の利活用に関する検討会
座長森田朗（津田塾大教授）2020年3月



電子処方せん管理サービスは支払基金、
国保中央会のサーバを使用する

健康・医療・介護情報の利活用に関する検討会資料（2020年11月9日）



健康・医療・介護情報の利活用に関する検討会資料（2020年11月9日）

重複投与の検出
などを行う、で
もレセプト情報
なので1.5か月
の遅れが・・・

リアルタイム処方箋
情報が必要



パート４
パーソナルヘルスレコード（PHR）

自身の保健医療情報を活用できる仕組み



2022 年夏

2022年夏

PHR

電子処方せん

2022年早期から





ブルーボタン・イニシア
ティブ

http://3.bp.blogspot.com/_ZiPiXEv_Q_g/TH5E2dLtZOI/AAAAAAAADIk/MDQfKJTg5NY/s1600/blue_button_final.jpg


オバマ大統領が
ブルーボタンを推奨
• ２０１０年８月、オバマ大統領がブルーボタン・イ
ニシアテイブを宣言

• 在郷軍人局と社会保険庁（ＣＭＳ）のコラボでス
タート

http://www.va.gov/open/videos/BlueButton.asx


在郷軍人病院局の
ブルーボタン（Ｂｌｕｅ Ｂｕｔｔｏｎ）

• 在郷軍人局とメディケア（高齢者保険）を担当
する社会保険庁（ＣＭＳ）が始めた個人の医療
情報をダウンロードするサービス

• 「ブルーボタン」
• 個人の医療情報をダウンロードするボタン

• 在郷軍人病院などの医療機関や保険者の医療情報を
個人が自分のパソコンにダウンロードできるしくみ

• ウェブ上のＰＨＲ（パーソナル・ヘルス・レ
コード）～「わたしのカルテ」



50

在郷軍人局（ＶＡ）のホームページ
ブルーボタンDownload My Data 



ブルーボタンで
ダウンロードできる医療情報
• ダウンロードできるデータ項目

• 氏名、住所、連絡先
• 医療機関、かかりつけ医院と連絡先、病院名
• 加入している健康保険
• 過去の受診日
• 退役軍人病院の病歴
• 処方医薬品名
• 保険薬剤調剤データ
• OTC（一般用医薬品）
• アレルギー歴
• 医療処置
• 予防接種歴
• バイタルサイン、検査歴 等

2016年
1億5000万人
がアクセス



パート５
地域医療情報ネットワーク



医療IT掛け声倒れ、
診療データ共有、登録1％以下
（日経電子版2019年3月14日）

IT後進国
日本！



日本経済新聞調査（2019年）
• 日本経済新聞は「地域医療介護総合確保基金」
などの補助金を受けた地域医療情報ネットワー
ク、全国211カ所について調査

• 北海道44、大阪23、東京17

• 2009年～17年の補助金額は532億円

• 地域医療情報ネットワークの登録患者数はわず
か137.2万人、全国人口の１％
• 入院131 万9 千人、外来723 万8 千人（2014年）を分
母にすれば16％



会計検査院
が2019年に
医療情報連
携ネット
ワーク調査





2019年10月会計検査院の指摘に対して厚労省が
全国218の地域医療連携ネットワークを調査



全国218の地域医療連携ネットワーク調査（2019年）



東京医科歯科大学名誉教授田中博氏



第１世代 第２世代

第３世代

第３世代（2012年～）

2020年
全国234カ所



第３世代



ICTを利用した全国地域医療連携の概況
（日医総研2017年度）

• 全国348カ所を対象に、2018年1月に調査

• 270カ所から回答（回答率77.6％）
• 2012年度154カ所から今回、継続が確認されたのは

91カ所（60％）、63カ所が消失した。

• 2012年度のシステム構築費の平均は1.24億円、「粗
い計算だが、63カ所の構築費合計78.5億円の地域医
療連携システムが消えたということになる」（日総
研関係者）

• 将来のシステム更新については59％が「未定」と回
答、「費用を工面するのに苦慮している様子がうか
がえる」（日総研関係者）

第1世代、第２世
代、第3世代とも
成功には至らず



それでも生き残った
地域医療情報

ネットワークの現状









地域医療情報連携ネットワーク
失敗の原因
• ①地域医療現場での診療
ニーズが反映されていない
• 中核病院中心の企画で、開
業医の視点が反映されてい
ない

• ②1地域１電子カルテを前
提とし、診療所側からも診
療情報を提供する双方向通
信にこだわるあまり、診療
所側の負担となった。

• ③参加コスト並びに運営コ
ストが高い

2019年6月23日、ラジオNIKKEI

ドクターサロンであじさいネットの松本先生
と対談



あじさいネット



あじさいネットで留意した点

• ニーズ調査
• 医師会側から閲覧希望があったのは、検査結果、画
像所見、医薬品

• 双方向通信は必要なく閲覧のみ希望

• インターネットVPNで経費を抑えた
• 診療所側で初期費用は暗号化装置6.6万円、ウイル
ス対策費3000円、月額使用料2000円

• 在宅医療で、多職種連携ネットワークを実現



パート６
電子カルテ情報の標準化

電子カルテは必須



保険者のレセプト
情報、特定健診情
報だけでは不足





これまでの地域
情報ネットワー
クとの関係



電子カルテ
の普及と標
準化が必要









中小病院と診療
所への電子カル
テの普及が必要



医療介護のDX工程表



デジタル
完結2022年



今日のまとめ

・医療DXの基盤はオンライン資格確認制度から

・PHR、電子処方せん、EHRから

・保険者や自治体が保有するデータだけでは不十分

・地域医療情報ネットワークの普及と
電子カルテの標準化が必要

・



新型コロナで医療が変わる

• 新型コロナと病院経営危機

• オンライン診療

• デジタルヘルス

• 424病院再編統合リスト

• 働き方改革

• 認知症施策

• 医療と介護の連携とICT

• 医療の国際化

日本医学出版より
8月発刊！



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp

